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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 
　

回次
第147期

第２四半期
連結累計期間

第148期
第２四半期
連結累計期間

第147期

会計期間
自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日

自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日

自 平成27年３月１日
至 平成28年２月29日

売上高 (百万円) 45,254 41,745 92,914

経常利益 (百万円) 1,522 317 2,890

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 879 392 1,185

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,356 △226 510

純資産額 (百万円) 19,197 17,804 18,218

総資産額 (百万円) 50,993 47,275 49,529

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 16.61 7.41 22.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.5 37.5 36.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,054 811 3,633

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,047 △927 △2,685

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △147 △59 △1,033

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 2,282 2,157 2,336
 

　

回次
第147期

第２四半期
連結会計期間

第148期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年６月１日
至 平成27年８月31日

自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 6.84 5.89
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

　なお、当第２四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項(セグメント情報等)」に記載の通りであります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期(平成28年３月１日～平成28年８月31日)におけるわが国経済は、株価が全体的に力強さを欠く状況が

続くも、現政権下の経済政策や日銀による金融施策を背景に、景気は一部に弱さが見られるものの、緩やかな回復基

調のうちに推移いたしました。

 百貨店業界におきましては、円高と株安による消費マインドの足踏みに加え、訪日外国人の買上単価の下落による

免税売上高の減少もあり、東京地区百貨店売上高は前年実績を下回りました。

　こうした状況の中、当社グループでは、前３ヵ年計画の成果と反省を踏まえつつ、平成31年度に迎える創業150周

年に向けた第２フェーズとしての新たな中期経営計画である「中期経営計画『銀座を極める 150』 (2016～2018年

度)」の基本方針に沿った諸施策に取り組み、業績の向上を目指してまいりました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は41,745百万円と前年同四半期に比べ3,509百万円(△7.8％)の減

収となり、営業利益は253百万円と前年同四半期に比べ1,158百万円(△82.1％)の減益、経常利益は317百万円と前年

同四半期に比べ1,204百万円(△79.1％)の減益、親会社株主に帰属する四半期純利益は392百万円と前年同四半期に比

べ487百万円(△55.4％)の減益となりました。

①百貨店業

　百貨店業の銀座店では、中期経営計画の基本方針の下、個性的な百貨店「GINZA スペシャリティストア」のさらな

る進化を推進すべく、当第２四半期におきましては、リビングフロアと３階婦人服売場の一部を改装し、他フロアと

の品揃えのグレードとテイストの統一と、さらなる買廻り性の向上に尽力してまいりました。

　７月の「銀座ゆかたウィーク」におきましては、銀座に店を構える老舗・名店と連動し、日本の夏を代表する「ゆ

かた」を訴求することで街全体を盛り上げ、また、８月には「スターバックス コーヒー」の日本第１号店である

「銀座 松屋通り店」のオープン20周年を祝した「STARBUCKS 20th Anniversary at MATSUYA GINZA」を開催するな

ど、各種プロモーションの実施やイベントを企画することで、業績の向上と来店の促進に尽力してまいりました。

　一方、免税売上高におきましては、５月より訪日外国人旅行者向け消費税免税制度の拡充がスタートし、平成27年

９月にオープンいたしました外国人専用サロン「ツーリストショップ＆ラウンジ」を軸に化粧品は好調に推移しまし

たが、買上単価の下落により免税売上高全体では前年実績を下回りました。

　催事におきましては、文化催事「アードマン・アニメーションズ 設立40周年記念 ひつじのショーン展」や「没後

20年 特別展 星野道夫の旅」を開催するなど、独自性と話題性のある企画によって集客力を高め、売上の向上に努め

てまいりました。

　浅草店におきましては、入居する商業施設「EKIMISE」との相乗効果の発揮に取り組み、施設内を買い廻るお客様

の需要を取り込むプロモーションの強化や、隅田川花火大会などで来街されるお客様への積極的な商品提案をするな

ど、業績の向上に尽力してまいりました。

　以上の結果、百貨店業の売上高は36,503百万円と前年同四半期に比べ3,651百万円(△9.1％)の減収となり、営業利

益は456百万円と前年同四半期に比べ1,140百万円(△71.4％)の減益となりました。

②飲食業

　飲食業のアターブル松屋グループにおきましては、主力となる婚礼宴会部門の婚礼組数の獲得に注力しましたが、

売上高は前年を上回ることはできませんでした。一方、営業費用の圧縮に取り組んだ結果、営業利益は前年を上回り

ました。　

　以上の結果、飲食業の売上高は2,751百万円と前年同四半期に比べ50百万円(△1.8％)の減収となり、営業損失は

176百万円と前年同四半期に比べ3百万円の改善となりました。
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③ビル総合サービス及び広告業

ビル総合サービス及び広告業の㈱シービーケーにおきましては、主として内装工事、宣伝装飾部門の受注が好調に

推移し、売上高・営業利益ともに前年を上回りました。

　以上の結果、ビル総合サービス及び広告業の売上高は2,787百万円と前年同四半期に比べ227百万円(＋8.9％)の増

収となり、営業利益は63百万円と前年同四半期に比べ61百万円の増益となりました。

④輸入商品販売業

輸入商品販売業の㈱スキャンデックスにおきましては、「イッタラ」直営店の一部で売上高が前年を下回ったもの

の、平成27年度には新たに５店舗を出店し全20店舗体制になったこと等により、売上高は前年を上回りました。しか

しながら、新規出店に伴う販管費の増加等により営業利益は前年を下回りました。

　以上の結果、輸入商品販売業の売上高は1,001百万円と前年同四半期に比べ8百万円(＋0.8％)の増収となり、営業

損失は78百万円と前年同四半期に比べ94百万円の減益となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は前連結会計年度末に比べ、2,253百万円減少し47,275百万円となりまし

た。これは主に受取手形及び売掛金1,072百万円の減少、投資有価証券732百万円の減少等によるものであります。負

債合計は前連結会計年度末に比べ、1,839百万円減少し29,470百万円となりました。これは主に支払手形及び買掛金

1,268百万円の減少等によるものであります。純資産合計は利益剰余金206百万円の増加、その他有価証券評価差額金

545百万円の減少等により、413百万円減少し17,804百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ、178百万円減少し2,157百万円

となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況の分析とそれらの要因は次のとおりであります。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前四半期純利益254百万円、減価償却費769百万円等により

811百万円の収入となり、前年同四半期と比べ243百万円の減少となりました。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有形固定資産の取得による支出△870百万円、無形固定資産の取得に

よる支出△7百万円等により927百万円の支出となり、前年同四半期と比べ119百万円の増加となりました。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、配当金の支払額△185百万円等により59百万円の支出となり、前年同

四半期と比べ87百万円の増加となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次の

とおりです。

①基本方針の内容

 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値・株

主の皆様の共同の利益を中長期的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考えております。

　当社は、当社の支配権の獲得・移転を伴う買収提案がなされた場合、その判断は最終的には株主全体の意思に基づ

き行われるべきものと考えております。また、当社は、株式の大量取得行為であっても、当社の企業価値・株主共同

の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。しかし、株式の大量取得行為の中には、

その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要

するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量取得行為の内容等について検討し、あるいは対象会

社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社に買収者との十分な交渉機会

を提供しないもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。
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　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量取得行為を行う者は、当社の財務及び事業の

方針を決定する者として不適切であり、(ⅰ)当社株式の大量取得行為が、当社の企業価値・株主共同の利益に与える

脅威の存否を判断し、当社株式の大量取得行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判断するために必要な情報・時間

を確保し、(ⅱ)当社取締役会が代替案を提供するために必要な情報・時間を確保し、また、(ⅲ)当社取締役会が株主

及びステークホルダーの利益を確保するために行う大量取得行為を行う者との交渉を可能とすること等、当社の企業

価値・株主共同の利益に資さない大量取得行為を抑止するための合理的な枠組みが必要であると考えます。

②具体的な取組み

1)会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、当社の企業価値の源泉である「消費価値・文化価値を提供するノウハウ」を伸張させ、当社の企業価値・

株主共同の利益を維持・向上させるため、平成28年４月14日開催の当社取締役会において、前３ヵ年計画の成果と反

省を踏まえつつ、平成31年度に迎える創業150周年に向けた第２フェーズとしての新たな中期経営計画である「中期

経営計画『銀座を極める 150』(2016～2018年度)」(以下「本計画」といいます。)を策定しました。

本計画では、百貨店業としては規模が小さい当社が、市場の競合に打ち勝ち、持続的に成長していくために、「松

屋ファン」を増やし、「松屋ファン」との関係性を深めていく顧客政策を強化することで、激動する環境に速やかに

対応しながら、企業価値を高めていくことに取り組んでまいります。

　平成31年に創業150周年を迎える当社は、中期経営計画の策定に合わせて、経営方針である「顧客第一主義」を基

に、新たに百貨店業のビジョンとして「銀座を極める 150」を掲げ、「松屋と言えば銀座」から「銀座と言えば松

屋」であると想起される存在にまで「松屋銀座」を磨き上げて行くことを目指してまいります。

　銀座に百貨店として本店を構え、90年以上の歴史をこの地とともに歩んできた松屋であるからこそ、世界有数のブ

ランド価値を持つ「銀座」のポテンシャルを最大限に活かし、「銀座」と「松屋」の相乗効果を発揮することができ

ると考えております。

　また、本計画では、基本方針に「お客様とのより強固な絆づくり―『松屋ファン』を『熱烈な松屋ファン』へ」を

掲げ、かかる基本方針の実現へ向けて以下の諸施策を採ることとしております。

（顧客コミュニケーションの強化）

　当社は、「松屋銀座」のブランド価値を向上させていくことが「松屋ファン」の獲得につながり、「松屋ファン」

とのエンゲージメント（絆・共感）を深めることが収益の向上につながると考え、顧客コミュニケーションの強化を

図ってまいります。

（商品（ＭＤ）～銀座のデザインを切り口とした「ホンモノ」の追求～）

　当社は、商品の「デザイン」を際立たせ、独自性の高い取組みと商品展開に努めてまいります。世界の銀座に相応

しいグローバルなデザインの視点で、衣食住の商品・サービス・環境・人のネットワークを見つめ直し、魅力ある品

揃えを追求してまいります。

（訪日外国人市場の獲得）

　「松屋銀座」ならではの魅力・独自性を高めていくことが、結果として、海外からのお客様の誘致につながると考

えております。そのうえで、訪日客受入体制の整備・海外での認知度向上と誘客施策によって、訪日外国人市場の獲

得に努めてまいります。

（百貨店業の領域を拡げることへの挑戦）

　百貨店業の業容拡大を図るための新たな取組みを推進してまいります。

　一例として、文化催事を中心としたコンテンツ事業におきましては、有力コンテンツのイベント開催権を取得し、

他の百貨店・専門店等で大規模物販イベントを独占開催することや、自主興行企画事業に参入し、ジョイントベン

チャーを組成して企画展を運営すること等に取り組んでまいります。

（投資計画）

　前３ヵ年計画では、銀座店において、平成13年度以来の大規模改装を行い、平成25年にグランドリニューアルを迎

え、その後も引き続き、食品部門と紳士部門の大規模リニューアルを行うことで、「GINZA スペシャリティストア」

の進化を図ってまいりました。

　本計画におきましては、「GINZA スペシャリティストア」の実現を図るため、リビング部門のリニューアルを行う

とともに、店舗のアメニティ・サービス施設の改善を進め、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した顧客利便性の向上を

図ること等にも取り組んでまいります。
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（主要グループ会社）

　安定成長に向けた事業基盤の確立に努めてまいります。

　具体的には、飲食業のアターブル松屋グループにおきましては、コアビジネスへの選択と集中によって事業基盤の

確立を図りつつ、損益構造改革による利益の最大化に取り組むこと等により、業績の向上に尽力してまいります。

　また、ビル総合サービス及び広告業（株式会社シービーケー）におきましては、松屋ブランドとグループシナジー

を有効活用すること等で、営業力の強化および収益基盤の拡大に取り組んでまいります。

　輸入商品販売業（株式会社スキャンデックス）におきましては、直営店の急成長に伴う事業の再構築を推進するこ

とに加え、百貨店への出店を強化することによってブランド価値の向上を図ること等により、業績の向上に努めてま

いります。

（「松屋銀座」をマスターブランドとして磨き上げて行く）

　情報発信の強化と体系化に取り組むことで、ブランド価値の向上を図ってまいります。

 

当社は、上記の諸施策に取り組むことで当社の企業価値・株主共同の利益向上を図ってまいります。

　

また、当社は、企業価値の継続的な向上の実現のため、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。

この一環として従来から社外取締役・社外監査役を選任しており、現在も社外取締役３名・社外監査役３名を選任

し、経営に対する監視機能の強化を図っております。社内においても、コンプライアンス委員会、危機管理委員会、

グループ監査室等の各組織を設置し、内部統制機能・監査機能を強化しております。また、当社は、業務執行の一部

を執行役員に委任する執行役員制度を導入し、取締役の任期を１年とする等経営陣の責任の所在の明確化、経営の効

率化を図っております。

当社は、今後もコーポレート・ガバナンスの充実に努め、企業価値・株主共同の利益の最大化を追求してまいりま

す。

2)基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組

み

　当社は、平成28年５月26日開催の定時株主総会において、当社定款に基づき、当社株式の大量取得行為に関する対

応策(買収防衛策)の導入(更新)に係る基本方針(以下「本買収防衛策基本方針」といいます。)の内容を決定するため

の議案のご承認をいただき、同日開催の当社取締役会において、本買収防衛策基本方針に基づく具体的な対応策(以

下「本プラン」といいます。)を決定いたしました。

(本プランの目的)

　本プランは、当社株式に対する大量取得行為が行われる際に、株主の皆様がかかる大量取得行為に応じるべきか否

かを判断するため、あるいは当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案するために必要な情報・時間を確保し、ま

た、当社取締役会が株主及びステークホルダーの利益を確保するために交渉を行うこと等を可能とするものであり、

当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる

ことを目的としております。

(本プランの適用対象)

　本プランは、(ⅰ)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付その他の取

得、(ⅱ)当社が発行者である株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所

有割合の合計が20％以上となる公開買付け、若しくはこれらに類似する行為又はその提案(以下「買付等」と総称し

ます。)がなされる場合を対象とします。

(本プランの定める手続き)

　当社の株券等について買付等を行う買付者等には、買付等の内容の検討に必要な情報及び当該買付者等が買付等に

際して本プランに定める手続を遵守する旨の誓約文言等を記載した買付説明書を提出していただきます。その後、買

付者等から提出された情報、当社取締役会からの意見や根拠資料、当該買付等に対する代替案(もしあれば)等が、経

営陣から独立した者のみから構成される特別委員会(現在は社外取締役２名、社外監査役１名及び社外の有識者１名

により構成されます。)に提供され、検討されます。特別委員会は、必要に応じて外部専門家の助言を独自に得た

上、買付等の内容の検討、当社取締役会の提示した代替案の検討、買付者等との交渉、株主に対する情報開示等を行

います。
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　特別委員会は、買付者等による買付等が下記の本新株予約権無償割当ての要件記載の要件のいずれかに該当し、か

つ、必要性・相当性の観点から本新株予約権の無償割当ての実施が是認されると判断した場合には、当社取締役会に

対して、本新株予約権の無償割当てを実施することを勧告します。当社取締役会はこの勧告を最大限尊重して本新株

予約権の無償割当ての実施又は不実施等を決定します。但し、特別委員会が勧告に際し、予め株主意思の確認を得る

べき旨の留保を付した場合、又は、当社取締役会が一定の状況の下で、株主総会に諮ることが適切と判断する場合に

は、株主意思確認総会を招集し、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施に関する株主の皆様の意思を確認する

こととしており、株主意思確認総会を開催する場合、当社取締役会は当該株主意思確認総会の決議に従います。

　本新株予約権の無償割当てを実施する場合、当社取締役会は、別途定める割当期日における当社の最終の株主名簿

に記録された当社以外の株主に対し、その保有する当社普通株式１株につき本新株予約権１個の割合で、本新株予約

権を無償で割り当てます。

(本新株予約権の内容)

　本新株予約権は、１円を下限とし当社株式１株の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で当社取締役会

が定める金額を払い込むことにより、当社株式１株を取得することができるものですが、買付者等は、原則として本

新株予約権を行使できないという差別的行使条件が付されています。また、本新株予約権には、当社が買付者等以外

の者から当社株式と引換えに本新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付されており、当社がかかる条項

に基づく取得をする場合、本新株予約権１個と引換えに原則として当社株式１株が交付されます。

(本新株予約権無償割当ての要件)

　本プランの発動として本新株予約権の無償割当てを実施するための要件は、(イ)買付者が本プランに定める手続を

遵守しない場合、並びに、(ロ)(ⅰ)株式等を買い占め、その株式等につき当社に対して高値で買取りを要求する行為

等により、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく侵害するおそれのある買付等である場合、(ⅱ)強圧的二段階買

付等株主に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合、(ⅲ)買付等の経済的条件(対価の価額・種

類、買付等の時期、支払方法等を含みます。)が当社の本源的価値に鑑み不十分又は不適当な買付等である場合、及

び、(ⅳ)買付者等の提案の内容(買付等の経済的条件のほか、買付等の方法の適法性、買付等の実現可能性、従業

員、取引先、顧客等の当社に係る利害関係者に対する対応方針等を含みます。)が、「消費価値・文化価値を提供す

るノウハウ」に具現化される当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な企業価値の源泉を破壊し、当社の企業価

値・株主共同の利益に重大な悪影響を与える買付等である場合のいずれかに該当することです。

(本プランの有効期間・本プランの廃止・変更等)

　本プランの有効期間は平成28年５月26日開催の当社定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会の終結の時までです。但し、かかる有効期間の満了前であっても、当社株主総会において

本買収防衛策基本方針を変更又は廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは、速やかに変更後の本買収防衛

策基本方針に従うよう変更され又は廃止されることとなります。また、当社取締役会により本プランを廃止する旨の

決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることとなります。

(株主及び投資家の皆様への影響)

　本プランの導入(更新)時点においては、本新株予約権の無償割当ては行われませんので、株主の皆様に直接具体的

な影響が生じることはありません。

　本プランが発動され、本新株予約権無償割当てが実施された場合、株主の皆様が本新株予約権行使の手続を行わな

いとその保有する株式が希釈化される場合があります(但し、当社が当社株式を対価として本新株予約権の取得を

行った場合、株式の希釈化は生じません。)。本プランの詳細については、以下の当社ウェブサイトに掲載しており

ます平成28年４月14日付当社プレスリリース「当社株式の大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)の導入(更新)に

係る基本方針の株主総会への付議について」をご参照ください。

(当社ウェブサイト　http://www.matsuya.com/ir/news/index.html)
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3)具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　上記1)に記載した基本方針の実現に資する特別な取組みは、いずれも当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向

上に資する具体的方策であり、まさに当社の基本方針に沿うとともに、当社の企業価値・株主共同の利益に資するも

のであり、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　また、本プランは、上記2)に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入され

たものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、一定の場合に株主意思確認総会を開催し株主の皆様の

意思を確認することとしている等、株主意思を重視するものであること、その内容として合理的な客観的発動要件が

設定されていること、独立性の高い社外者によって構成される特別委員会が設置されており、本プランの発動に際し

ては必ず特別委員会の判断を経ることが必要とされていること、特別委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得

ることができるとされていること、有効期間が３年間と定められた上、株主総会又は取締役会によりいつでも廃止で

きるとされていることなどにより、その公正性・客観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては

株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 177,000,000

計 177,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成28年８月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年10月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 53,289,640 53,289,640
東京証券取引所　
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式
単元株式数100株

計 53,289,640 53,289,640 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年６月１日～
平成28年８月31日

― 53,289 ― 7,132 ― 3,660
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(6) 【大株主の状況】

平成28年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

松屋取引先持株会
東京都中央区銀座３－６－１
㈱松屋総務部内

2,931 5.50

㈱みずほ銀行
 (常任代理人 資産管理サービス信託銀行㈱)

東京都千代田区大手町１－５－５
（東京都中央区晴海１－８－12）

2,483 4.66

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 2,483 4.66

東武鉄道㈱ 東京都墨田区押上１－１－２ 2,411 4.52

大成建設㈱ 東京都新宿区西新宿１－25－１ 1,900 3.57

松岡地所㈱ 東京都新宿区西新宿１－７－１ 1,894 3.56

㈱オンワードホールディングス 東京都中央区日本橋３－10－５ 1,791 3.36

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１－２－１ 1,789 3.36

東武土地建物㈱ 東京都墨田区押上２－18－12 1,663 3.12

㈱三越伊勢丹 東京都新宿区新宿３－14－１ 1,115 2.09

計 ― 20,463 38.40
 

　

(注) 平成28年４月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社三菱ＵＦ

Ｊフィナンシャル・グループが平成28年４月14日付現在で以下の株式を所有しているものの、当社として当第

２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有

株券等の数
(千株)

株券等
保有割合
(％)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,483 4.66

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,643 3.08

三菱ＵＦＪ国際投信㈱ 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 98 0.18

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券㈱ 東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 113 0.21

三菱ＵＦＪニコス㈱ 東京都文京区本郷三丁目33番５号 100 0.19
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式 267,900
 

― ―

（相互保有株式）

普通株式 139,000
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 52,870,900
 

528,709 ―

単元未満株式 普通株式 11,840
 

― ―

発行済株式総数 53,289,640 ― ―

総株主の議決権 ― 528,709 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有

していない株式が1,000株(議決権10個)含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が57株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)
（自己保有株式）
㈱松屋

東京都中央区銀座３－６－１ 267,900 ― 267,900 0.50

（相互保有株式）
㈱銀座インズ

東京都中央区銀座西２－２番
地先

139,000 ― 139,000 0.26

計 ― 406,900 ― 406,900 0.76
 

(注)　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権10個)

あります。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年６月１日から平成

28年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年３月１日から平成28年８月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
　　

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,336 2,157

  受取手形及び売掛金 5,452 4,379

  たな卸資産 ※１  2,732 ※１  2,826

  その他 1,995 1,502

  貸倒引当金 △12 △20

  流動資産合計 12,504 10,846

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 10,983 10,765

   土地 14,093 14,093

   その他（純額） 702 1,121

   有形固定資産合計 25,779 25,981

  無形固定資産 1,429 1,342

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,593 6,860

   その他 2,242 2,257

   貸倒引当金 △18 △10

   投資その他の資産合計 9,816 9,106

  固定資産合計 37,025 36,429

 資産合計 49,529 47,275

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 8,367 7,099

  短期借入金 7,591 7,064

  未払法人税等 563 58

  賞与引当金 141 225

  商品券等回収損失引当金 409 383

  ポイント引当金 112 108

  その他 5,280 5,276

  流動負債合計 22,467 20,215

 固定負債   

  長期借入金 4,953 5,684

  環境対策引当金 29 29

  退職給付に係る負債 1,061 1,037

  その他 2,800 2,504

  固定負債合計 8,843 9,255

 負債合計 31,310 29,470
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年８月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,132 7,132

  資本剰余金 5,639 5,534

  利益剰余金 4,037 4,243

  自己株式 △427 △427

  株主資本合計 16,381 16,483

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,203 1,658

  繰延ヘッジ損益 △10 △44

  退職給付に係る調整累計額 △373 △349

  その他の包括利益累計額合計 1,820 1,264

 非支配株主持分 17 57

 純資産合計 18,218 17,804

負債純資産合計 49,529 47,275
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年８月31日)

売上高 45,254 41,745

売上原価 34,026 31,446

売上総利益 11,228 10,298

販売費及び一般管理費 ※1  9,817 ※1  10,045

営業利益 1,411 253

営業外収益   

 受取利息 1 0

 受取配当金 94 89

 債務勘定整理益 92 76

 受取協賛金 39 6

 その他 65 43

 営業外収益合計 293 216

営業外費用   

 支払利息 77 73

 商品券等回収損失引当金繰入額 91 49

 その他 14 28

 営業外費用合計 182 151

経常利益 1,522 317

特別損失   

 固定資産除却損 128 59

 その他 3 3

 特別損失合計 131 62

税金等調整前四半期純利益 1,390 254

法人税、住民税及び事業税 457 40

法人税等調整額 116 △114

法人税等合計 574 △74

四半期純利益 816 328

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △63 △63

親会社株主に帰属する四半期純利益 879 392
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年８月31日)

四半期純利益 816 328

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 481 △545

 繰延ヘッジ損益 △4 △34

 退職給付に係る調整額 63 24

 その他の包括利益合計 540 △555

四半期包括利益 1,356 △226

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,420 △162

 非支配株主に係る四半期包括利益 △63 △64
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
　至 平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
　至 平成28年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 1,390 254

 減価償却費 689 769

 賞与引当金の増減額（△は減少） 175 83

 受取利息及び受取配当金 △96 △89

 支払利息 77 73

 固定資産除却損 128 59

 売上債権の増減額（△は増加） △274 1,072

 たな卸資産の増減額（△は増加） △74 △93

 仕入債務の増減額（△は減少） 492 △1,268

 未収消費税等の増減額（△は増加） △388 638

 その他 △317 △177

 小計 1,802 1,323

 利息及び配当金の受取額 105 97

 利息の支払額 △90 △71

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △763 △538

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,054 811

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △524 △870

 無形固定資産の取得による支出 △560 △7

 投資有価証券の取得による支出 △53 △6

 投資有価証券の売却による収入 ― 2

 その他 91 △44

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,047 △927

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △29 △667

 長期借入れによる収入 2,350 1,350

 長期借入金の返済による支出 △2,281 △479

 長期未払金の増減額(△は減少) △40 △47

 配当金の支払額 △132 △185

 その他 △14 △31

 財務活動によるキャッシュ・フロー △147 △59

現金及び現金同等物に係る換算差額 ― △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △140 △178

現金及び現金同等物の期首残高 2,422 2,336

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  2,282 ※１  2,157
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日 至 平成28年８月31日)

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用しております。

この結果、当第２四半期連結会計期間末の資本剰余金が105百万円減少しております。
 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

　

 
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年８月31日)

商品 2,530百万円 2,617百万円

原材料及び貯蔵品 176 181 

未成工事支出金 14 20 

未成業務支出金 11 6 
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

役員報酬及び給料・手当 3,049百万円 3,130百万円

賞与引当金繰入額 292 198 
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

現金及び預金 2,282百万円 2,157百万円

現金及び現金同等物 2,282百万円 2,157百万円
 

　

EDINET提出書類

株式会社松屋(E03017)

四半期報告書

18/23



 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年３月１日 至 平成27年８月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月13日
取締役会

普通株式 132 2.5 平成27年２月28日 平成27年５月13日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月8日
取締役会

普通株式 132 2.5 平成27年８月31日 平成27年11月17日 利益剰余金
 

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成28年３月１日 至 平成28年８月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月14日
取締役会

普通株式 185 3.5 平成28年２月29日 平成28年５月11日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月13日
取締役会

普通株式 159 3.0 平成28年８月31日 平成28年11月17日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成27年３月１日　至　平成27年８月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

百貨店業 飲食業

ビル総合
サービス
及び
広告業

輸入商品
販売業

計

売上高          

  外部顧客への売上高 40,139 2,746 1,246 962 45,094 160 45,254 ― 45,254

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

16 54 1,313 31 1,416 377 1,793 △1,793 ―

計 40,155 2,801 2,559 993 46,510 537 47,048 △1,793 45,254

セグメント利益又は
損失(△)

1,596 △180 1 15 1,433 12 1,446 △34 1,411
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、用度品・事務用品の納入、ＯＡ機

器類のリース、保険代理業、商品販売の取次ぎ、商品検査業務等が含まれております。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△34百万円は、セグメント間取引消去等であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成28年３月１日　至　平成28年８月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)３

百貨店業 飲食業

ビル総合
サービス
及び
広告業

輸入商品
販売業

計

売上高          

  外部顧客への売上高 36,486 2,676 1,478 972 41,613 131 41,745 ― 41,745

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

17 74 1,309 29 1,430 406 1,836 △1,836 ―

計 36,503 2,751 2,787 1,001 43,044 537 43,581 △1,836 41,745

セグメント利益又は
損失(△)

456 △176 63 △78 264 21 286 △33 253
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、用度品・事務用品の納入、ＯＡ機

器類のリース、保険代理業、商品販売の取次ぎ、商品検査業務等が含まれております。

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△33百万円は、セグメント間取引消去等であります。

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

３　報告セグメントの変更等に関する事項

　当社は、当第２四半期連結会計期間において連結子会社の株式会社リュド・ヴィンテージ目白を統合(吸収合併)

いたしました。これに伴い、前連結会計年度まで「飲食業」の区分に含まれていた株式会社リュド・ヴィンテージ

目白の事業は当第２四半期連結会計期間より「百貨店業」に含めております。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報を、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの区分方法

により作成することは実務上困難なため、当該情報については開示を行っておりません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日)

　　１株当たり四半期純利益 16円61銭 7円41銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 879 392

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益(百万円)

879 392

   普通株式の期中平均株式数(千株) 52,977 52,977
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

平成28年10月13日開催の取締役会において、平成28年８月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額                              　　　159百万円

②１株当たりの金額      　                         3円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日     平成28年11月17日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年10月４日

株式会社松屋

取締役会  御中

　

優　成　監　査　法　人
 

　
　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   須　　永　　真　　樹   ㊞

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   小　　松　　亮　　一   ㊞

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   石　　田  　　宏　　　 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社松屋の

平成28年３月１日から平成29年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年６月１日から平成28年

８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年３月１日から平成28年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社松屋及び連結子会社の平成28年８月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。　　　　　　

２　ⅩＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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